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●精神科における地域包括ケアを考える

(講師)　医療法人安積保養園　あさかホスピタル理事長、医院長　佐久間　啓

（考察）

　医療従事者の患者への偏見についてや、各チームの連携の重要性について特に学ぶことが出来たと思う。近年障害者の地域移行が加速し、病院として円滑な地域移行支援が重要視されている中で、入院早期からの各部門の連携が大切であることを述べており、一連の流れをクリティカルパスや入院案内を用い活用し、業務の円滑化を図っていることと、入院早期から「地域包括支援チーム」が関わり退院まで関わりをもつことや、家族を治療チームの一員と位置づける取り組みにより、再入院数が減ったことなど、一定の成果がでているという点に特に感心した。実際の業務でも、地域移行支援には各チームの連携が重要であることを認識しているが、普段情報共有が不足していることを感じているが、今後は講演を参考にして、随時各チームへ連絡をし連携を図ることと、クリティカルパスをチェックしていくことなどを意識して行い、より円滑な地域移行支援が行えるよう努めていきたいと感じた。

偏見に関しては、講師は障害者に対して地域より医療従事者側がより強い偏見をもっているように感じ、そのために病院側が障害者を雇用していくことが大事であると述べており、講義をきき、自分自身も「できないこと」にばかり視点が偏りがちであることを再認識する機会となり、今後は「できること」を増やしていく、また維持していくという視点をもって取り組んでいきたいと感じた。

この講義では視点を変えることでの気付きがあることに気付かされたように感じる。またこの研修の内容を病院スタッフにも伝え、「職員共通の認識の重要性」について伝え、より円滑な退院支援につなげていけるよう伝達していきたいと考える。

（要旨）

あさかホスピタルでは、「地域移行支援チーム」でOTP（統合型精神科地域治療プログラム）、スタッフ教育（入職後3年でエビデンスに基づく治療方針を理解した業務が出来るようになることを目指す）、NPO法人との連携に取り組んでいる。家族を治療チームの一員と位置づける取り組みにより、再入院する患者数が減ったという実績がある。そのためには継続的ケアマネジメントの継続が重要。

・「障害者雇用」では、ピアサポーターとしての活躍、啓発活動の重要性について講義があった。障害者に対して、案外病院側の方が偏見をもっているのではないかと感じており、障害者を病院が雇用する取り組みが大事である。

・「急性期包括チーム」では、3ヶ月以内の退院を目指すが、問題は退院先がないこととあり、NPOと退院支援コーヂネーターとの入院早期から連携を図り、退院後は訪問看護を導入しフォローしていくことが重要とあった。またスタッフと患者用セルフケアパスを利用しており、患者本人のセルフケアを促す働きが早期退院へつながっている。

・「ストレスケア包括チーム」では、主にうつ病を対象に治療を行っている。病棟OTやリワークデイケアなどとの連携を図り、認知行動療法や心理教育を行い急性期の治療にあたっている。

・他にも「児童思春期病棟包括チーム」がある。

・職員共通の認識の重要性を説いており、各職種がしっかり役割を果たすことや情報交換を正確に行うこと、それを行うツールの整備が重要である。また地域移行支援との分野をわけることにより、退院支援が円滑となっている。

・「できないこと」ではなく「できること」への着目→誰に対しても優しく接する事が出来ているということが大事。

●精神科医療安全士（仮称）と精神科医療
（講師）　厚生労働省社会・援護局　障害保健福祉部　精神・障害保健課　課長補佐　鶴田　真也

　　　　　下里　誠二、中村　日出夫、鮫島　隆晃

（考察）

CVPPPの研修を受けた人数が多い病院ほど、暴力事故の減少がみられているという統計を目にして、ディエスカレーションなどの患者を怒らせない技術の重要性を認識した。日常業務では、暴力を受ける場面は少なくないが、統計やその考察を目にして、知識や経験が少ないことが原因としてあることに気付いた。そして自分自身の介入が、患者の暴力を誘発しているおそれがあるという内容をきき、普段の介入の仕方を見直す機会になった。CVPPPの介入技術はすぐに現場に活かす事ができる内容であった為、それを実践に活かしていきたい。

（要旨）

精神科病院における安心・安全の医療環境を確保することを目的として、暴力を未然に防ぐための人材養成などの取り組みへの支援を行うことは重要な課題です。この際、医療観察病棟を有する病院を中心に普及してきた包括的暴力防止プログラム（CVPPP）の実績を踏まえ、先ずは当該プログラムの基本的考え方を一般精神科医療に拡げていくことが重要な視点です。

　本年度より、精神科医療に関わる医療職、事務職など幅広い職種を対象とした研修会を通じて、CVPPPの理論の普及啓発を図るためのモデル研修に取り組むこととしております。精神科病院では予想以上に暴力が多いという実態がある。そこで厚生労働省は医療安全の一員として、暴力軽減のための専門資格制度の確立のため、創設を目指している。

・ポイントは「暴力は未然に防ぐ事ができるという考え方の普及」という点。研修に参加することで「施設トレーナー」として認定、さらに他施設でも教えることができるインストラクター的な役割を期待。

・課題は4日間の育成教育期間が必要であること。現在1日コース（入門編）を検討中。

・組織として体系的な暴力防止の教育を行うことが重要。

→特に入職年数が少ない職員が暴力を受ける頻度が高い（入職後5年以内が最も多いことから、職員の対応が暴力を誘発している可能性がある）為、教育は入職して早い段階から行う。

→院内教育を行うことで、交渉力、共感力、問題解決力、環境調整力が向上。

→身体介入技術を学ぶ事により自身がもて、それが安心感につながり落ち着いた対応ができるようになる。

→院長・看護部長のリーダーシップの元、組織単位で防止教育、取組みが必要。専門的知識と技術、熱意、継続力が必要。

「精神科医療安全士に求められるもの」

～精神科病院における暴力行為の統計から～

・入院後1週間未満では少なく、以上に多い。

・閉鎖病棟に多い。

・必ずしも急性期に多いのではなく、亜急性期・慢性期でも多い。

・訪問看護で多い。アウトリーチ・訪問診療が次いで多い。

・発生時間は日中に多い。10時がピーク、介入し始める時間に多い。夜間も多い。

・突発的暴力が多く、予測できないものが多い。

・死亡例もある。打撲・擦過傷が多い。

・労災の療養期間は1か月以上が5.4％あった、

・全国でCVPPPに取り組んでいる病院は65.3％。暴力対応に取り組んでいる病院が多い。

「攻撃性マネジメントトレーニングとしてのCVPPP」

・暴力防止はスタッフの安全だけではない→当事者・スタッフともの安全・安心でいられる環境作り。

・隔離敵・拘束的・威圧的でない方法を目的とするトレーニングプログラムを学ぶ事が目的。

・暴力を起こす患者には、「恐怖」があるということに着眼。

・処方のリスクを最小限にし、尊厳を保ったままで効果的に抑制・移動する。

・治療的介入の一つとしての考え方。

・倫理的な問題も含有している。

・痛みを加えない。

・心理的方法を元にした判断と介入→3人以上で関わりアプローチ。

・攻撃性をケアするパーソンセンタードケア（認知称を持つ人を一人の人として尊重し、その人の視点や立場に立って理解してケアを行う）な関わり

・インストラクター→養成数、機関を増やす予定。

・患者-患者間の暴力に関しては、効果がはっきいしない。

・認知症に対する効果は未確認。

（総括）

　私は精神科に勤務して2年目となる。普段の患者との接し方や介入方法、入退院支援など不安や疑問を感じながら仕事をしている。日本精神科医学会学術大会に参加し、他の病院のやり方であったり、その研究の着眼点や医療情勢など様々な内容を目にして、気付きが多くあったように感じとても刺激的な経験であった。研修を終え、もっと精神分野の文献を探して読み、広い視野を身につけたいと感じた。またここで得た知識を実践に活かして、より良い看護が提供できるようにしていきたいと考える。
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